
※

・申請書（別紙第１号様式（その２））と同一の希望工種を記載してください。

）

-

（注意）　・丸囲み数字の書類については、該当する場合のみ提出を要するものです。

・⑮～⑰の更生手続開始決定とは、会社更生法に基づく更生手続き開始の決定を受けた者、及び

　民事再生法に基づく再生手続の開始の決定を受けた者が該当します。

・添付書類は、複写機により複写したもので、内容が鮮明なものであれば、写しでも可とします。

更生手続開始決定

（注意）

・受付票は等級決定通知書が届くまでの控となりますので大切に保管してください。

8 納税証明書 ⑰ 定款、役員等の変更を証明する書類

9 等級決定通知書の写し

更生手続開始決定営業所一覧表（別紙第1号の3様式） ⑮ 更生手続等開始の決定書

7 総合評定値通知書 ⑯ 貸借対照表・損益計算書 更生手続開始決定

6

グループ経審査
持株会社化経審査

5 工事経歴書（別紙第1号の2様式） ⑭ 合併等に係る契約書 合併による新設会社等

4 名簿登録申請書（別紙第4号様式） ⑬ 企業集団及び企業集団についての数値等認定書

3 資格審査申請書（別紙第1号様式（その2）） ⑫ 適格組合証明書 官公需適格組合

委任状　 代理人申請の場合

2 資格審査申請書（別紙第1号様式（その1）） 写 ⑪ 建設共同企業体協定書 ＪＶ

提　出　書　類 
通常の
申請

名簿
登録

提　出　書　類 （必要なケース）

1 資格審査申請書受付票 ⑩

総合
評定
値

希　望
工　種
区　分

(コード）

総合
評定
値

コード 工種
総合
評定
値

コード 工種
総合
評定
値

コード 工種
総合
評定
値

コード 工種
　１０．　　

コード 工種
総合
評定
値

コード 工種

）]

　７．資本金 千円 ８．総職員 人 ９．国籍名等

６．電話番号 [担当者連絡先： （担当者名：

４．郵便番号 フリガナ

５．住　所

フリガナ フリガナ

２．商号又は
　　名称

３．代表者氏名

  （役職名

 ※

受付番号  ※ １．法人番号

・　この２～５の項目に記載いただいた先へ等級決定通知書を送付します。
　　（原則、担当者宛ではなく、本社等、申請元へ送付します。）

（注意） 再審査事由

コード 工種名 コード 工種名 コード 工種名工種名 コード 工種名

・記入方法については、別添の　「資格審査申請書受付票記載要領」　を参照願います。

資  格  審  査  申  請  書  受  付  票  　　（建設工事）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東海財務局
受付番号 商 号 又　は名 称

希
望
工
種
名

コード

受付印

受付印



　　　　　　　別紙第１号様式（その１）　（第６関係） （用紙A４）

※ 02 受付番号 ※ 03 ※ 申請者 06 適格組

05 の規模 合証明

令和５・６年度において、財務省（東海地区）で行われる建設工事に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

               年              月              日

殿

07 08 法人番号

09

10

11 （役職） （氏名）

12 本社（店）電話番号 13 本社（店）ＦＡＸ番号

14 15 担当者電話番号

16 メールアドレス

17 営業年数
１ ２ ３ 年
［ 国名 ：                        ］ ［ 国名 ：                        ］ ［ 国名 ：                       ］ ［ 国名 ：                       ］

（ 比率 ： １００％ ） （ 比率 ：        ％ ） （ 比率 ：        ％ ） 総職員数
（人）

設立年月日（和暦） 21 みなし大企業

明治 大正 令和 下記のいずれかに該当する 該当しない

昭和 平成 ・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の2分の1以上を同一の大企業が所有している中小企業

・ 発行済株式の総数又は出資金額の総額の3分の2以上を大企業が所有している中小企業

・ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の2分の1以上を占めている中小企業

※欄については、記載しないこと（以下同じ）。

月

業 者 コ － ド

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）

01
新規

フ　リ　ガ　ナ

担 当 者 氏 名

郵 便 番 号

住 所

フ　リ　ガ　ナ

フ　リ　ガ　ナ

商号又は名称

フ　リ　ガ　ナ

代 表 者 氏 名

更新

１ 

２

東　　海　　財　　務　　局　　長

日

18

19

20

年

04 建 設 業 許 可 番 号 ―

外 資 状 況
外 国 籍 会 社 日 本 国 籍 会 社 日 本 国 籍 会 社

          年      月      日日

第 号

          年      月      日          年      月      日年          年      月      日月



別紙第１号様式（その２）　（第６関係） （用紙Ａ４）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

※　③   申   請   を   希   望   す   る   部   局
22 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

① 合
計

（千円）

０１

完 ０２

０３

０４

０５

０６

０７

成 ０８

０９

１０

１１

１２

１３

工 １４

１５

１６

１７

１８

１９

事 ２０

２１

２２

２３

２４

２５

高 ２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

１　消費税を含まない額を記載すること。
２　千円未満は四捨五入すること。

競争参加資格希望工種区分 ②    年   間   平   均   完   成   工   事   高

そ　　　　の　　　　　他

合　　　　　　　　　　計



別紙第１号の２様式（第７関係） （用紙A４）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

千円 千円

千円 千円

合計 件 千円 千円
うち、元請工事

年 月 年 月

小計 件 千円 千円
うち、元請工事

千円 千円

千円 千円 年 月 年 月

年 月 年 月千円 千円

千円 千円 年 月 年 月

年 月 年 月千円 千円

千円 千円 年 月 年 月

年 月 年 月千円 千円

千円 千円 年 月 年 月

年 月 年 月千円 千円

千円 千円 年 月 年 月

年 月 年 月千円 千円

千円 千円 年 月 年 月

年 月 年 月千円 千円

請負代金の額 工期

氏名
主任技術者又は監理技術者

の別（該当箇所にレ印を記載）
うち ・PC

・法面処理
・鋼橋上部

着工年月
完成又は

完成予定年月
主任技術者 監理技術者

注文者
元請
又は
下請
の別

JV
の
別

工事名
工事現場のある
都道府県及び
市区町村名

配置技術者

工　　　事　　　経　　　歴　　　書

（建設工事の種類） 工事 （税込・税抜）



１　本表は、許可を受けた建設業の種類に対応した建設工事の種類ごとに作成すること。

２　「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。

３　この表には、申請又は届出をする日の属する事業年度の前年度に完成した建設工事（以下「完成工事」という。）及び申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度末において完成

　していない建設工事（以下「未成工事」という。）を記載すること。

　　記載を要する完成工事並びに未成工事及び未成工事の範囲については、以下のとおりである。　

　　（１）経営規模等評価の申請を行う者の場合

　　　　　①　元請工事に係る完成工事について、当該完成工事に係る請負代金の額（工事進行基準を採用している場合にあっては、完成工事高。以下同じ。）の合計額のおおむね７割を超えると

　　　　　　　ころまで、請負代金の額の大きい順に記載すること。ただし、当該完成工事に係る請負代金の額の合計額が１，０００億円を超える場合には、当該額を超える部分にかかる完成工事に

　　　　　　　ついては記載を要しない。

　　　　　②　それに続けて、既に記載した元請工事以外の元請工事及び下請工事に係る完成工事について、すべての完成工事に係る請負代金の額の合計額のおおむね７割を超えるところまで、請

　　　　　　　負代金の額の大きい順に記載すること。ただし、すべての完成工事に係る請負代金の額の合計額が１，０００億円を超える場合には、当該額を超える部分に係る完成工事については記

　　　　　　　載を要しない。

　　　　　③　さらに、それに続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載すること。

　　（２）経営規模等評価の申請を行わない者の場合

　　　　　主な完成工事について、請負代金の額の大きい順に記載し、それに続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載すること。

４　下請工事については、「注文者」の欄には当該下請工事の直接の注文者の商号又は名称を記載し、「工事名」の欄には当該下請工事の名称を記載すること。

５　「元請又は下請の別」の欄は、元請工事については「元請」と、下請工事については「下請」と記載すること。

６　「ＪＶの別」の欄は、共同企業体（ＪＶ）として行った工事について「ＪＶ」と記載すること。

７　「配置技術者」の欄は、完成工事について、各工事現場に置かれた技術者の氏名及び主任技術者又は監理技術者の別を記載すること。また、当該工事の施工中に配置技術者の変更があった

　場合には、変更前の者も含むすべての者を記載すること。

８　「請負代金の額」欄は、共同企業体として行った工事については、共同企業体全体の請負代金の額に出資の割合を乗じた額又は分担した工事額を記載すること。また、工事進行基準を採用

　している場合には、当該工事進行基準が適用される完成工事について、その完成工事高を括弧書で付記すること。

９　「請負代金の額」の「うち、ＰＣ、法面処理、鋼橋上部」の欄は、次の表（一）欄に掲げる建設工事について工事経歴書を作成する場合において、同表の（二）欄に掲げる工事があるときに、

　同表の（三）に掲げる略称に丸を付し、工事ごとに同表の（二）欄に掲げる工事に該当する請負代金の額を記載すること。

10　「小計」の欄は、ページごとの完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうちの元請工事に係る請負代金の額の合計及び９により「ＰＣ」、「法面処理」又は「鋼橋上部」について

　請負代金の額を区分して記載した額の合計を記載すること。

11　「合計」の欄は、最終ページにおいて、すべての完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうちの元請工事に係る請負代金の額の合計及び９により「ＰＣ」、「法面処理」又は「鋼

　橋上部」について請負代金の額を区分して記載した額の合計を記載すること。

12　本表は、経営事項審査書に添付した工事経歴書（直前１年分）の写しで代替することができる。

とび・土工・コンクリート工事 法面処理工事 法面処理

鋼構造物工事 鋼橋上部工事 鋼橋上部

記載要領

（一） （二） （三）

土木一式工事 プレストレストコンクリート工事 PC



別紙第１号の３様式（第７関係） （用紙Ａ４）

※ 受付番号 ※ 業者コ－ド

郵  便

号 番  号

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

記載要領

１ 本表は、申請日現在で作成すること。

２ 「営業所名称」欄には、申請を希望する部局と常時契約を締結する建設業の許可を有する本店又は支店等営業所の名称を記載すること。

３ 「電話・ＦＡＸ番号」欄には、上段に電話番号を、下段にＦＡＸ番号をそれぞれ記載することとし、市外局番、市内局番及び番号は、「－（ハイフン）」で区切ること。

営 業 所 一 覧 表

電 話  ・ＦＡＸ番号

※申請を希望する部局名
番

営    業    所    名    称 所            在            地
01020304050607080910111213141516171819202122


